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第21回 定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

　

　 連結計算書類の連結注記表・・・・・・・・・・・・・・・・・ １～15 ページ

　 計算書類の個別注記表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16～22 ページ

　

株式会社メディカルシステムネットワーク
　
　

上記事項につきましては、法令および当社定款第13条の規定に基づき、当社ホー
ムページ（http://www.msnw.co.jp/ir/ir-general-meeting/)に掲載することに
より、株主の皆様にご提供しております。
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連 結 注 記 表
　

　
1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数 14社
② 主要な連結子会社の名称
　主要な連結子会社の名称は、事業報告内の「１.企業集団の現況(3)重要な子会社の状
況」に記載のとおりであります。

③ 非連結子会社の名称
　 アグリマス㈱
連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う
額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及
ぼしていないためであります。

（2）連結の範囲の変更に関する事項
① 連結子会社である㈱共栄ファーマシー、㈲いかるが薬局及びヘルシートラスト㈱は
2018年４月１日に㈱共栄ファーマシーを存続会社とする吸収合併を行いました。

② 連結子会社である㈱トータル・メディカルサービスと九州医療食㈱は2018年４月１日
に㈱トータル・メディカルサービスを存続会社とする吸収合併を行いました。
③ 前連結会計年度において非連結子会社であった㈱パルテクノは重要性が増したため、当
連結会計年度より連結の範囲に含めております。
④ 連結子会社である㈱アポテック、㈱ラパナ、㈱メディセーブ及び㈱コスディックは
2018年７月１日に㈱アポテックを存続会社とする吸収合併を行いました。
⑤ 連結子会社である㈱なの花北海道が、2018年10月１日に㈲アリエス薬局の全株式を取
得いたしました。
⑥ 当社は、2019年１月８日に㈱永冨調剤薬局の全株式を取得いたしました。
⑦ 連結子会社である㈱なの花北海道と㈲アリエス薬局は2019年３月１日に㈱なの花北海
道を存続会社とする吸収合併を行いました。
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（3）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社
持分法適用の非連結子会社はありません。
持分法を適用した関連会社数 １社
持分法を適用した関連会社の名称
　㈱Ｈ＆Ｍ
② 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社
持分法を適用しない非連結子会社の名称
　アグリマス㈱
持分法を適用しない関連会社の名称
　㈱ジェネックス、㈱北海道総合技術研究所
持分法を適用しない理由
　持分法を適用していない会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽
微であり、かつ、重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

（4）連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

（5）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
ア．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券
償却原価法（定額法）を採用しております。
その他有価証券
・時価のあるもの
　決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理
し、売却原価は、移動平均法により算定）を採用しております。
・時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。
イ．たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品
　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に
より算出）を採用しております。
原材料・貯蔵品
　最終仕入原価法を採用しております。
仕掛品
　個別法による原価法を採用しております。

― 2 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年05月30日 17時27分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



② 重要な固定資産の減価償却の方法
ア．有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま
す。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物……………４～60年
車両運搬具…………………２～８年
工具、器具及び備品………３～15年

イ．無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法を採用しております。
ウ．リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
ア．貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。
イ．賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えて、賞与支給見込額の当連結会計年度の負担額を計上して
おります。
ウ．役員賞与引当金
　役員の賞与の支給に備えて、賞与支給見込額の当連結会計年度の負担額を計上してお
ります。
エ．ポイント引当金
　顧客に付与されたポイントの使用による費用発生に備えるため、使用実績率に基づき
将来利用されると見込まれる額を計上しております。
オ．店舗閉鎖損失引当金
　閉鎖の意思決定を行った店舗の閉鎖費用の発生に備えるため、閉鎖費用見込額を計上
しております。
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カ．役員退職慰労引当金
　一部の連結子会社については、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく
期末要支給見込額を計上しております。
キ．役員株式給付引当金
　役員の株式給付に備えるため、内規に基づく期末要支給見込額を計上しております。

④ 重要な収益及び費用の計上基準
ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

⑤ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
ア．退職給付に係る会計処理の方法
退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（６～８年）による定額法により按分した額を発生の翌連結会計年度か
ら費用処理することとしております。
小規模企業等における簡便法の採用
　当社及び一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職
給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用して
おります。
イ．重要なヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。
　また、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合には特例処理によっ
ております。
ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：金利スワップ
ヘッジ対象：借入金利息
ヘッジ方針
　金利変動リスク軽減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。

　 ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又
はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価し
ております。
　ただし、特例処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省略しており
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ます。
ウ．のれん及び負ののれんの償却に関する事項
　のれん及び2010年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、主として
20年間の均等償却を行っております。なお、重要性のないものは発生時に一括償却を
行っております。
エ．消費税等の会計処理
　税抜方式によっており、控除対象外消費税等については、当連結会計年度の費用とし
て処理しております。
　ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等については、投資その他の資産のその他
に計上し、５年間で均等償却を行っております。

（6）表示方法の変更
　(連結貸借対照表)
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）
に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号
2018年３月26日）を当連結会計年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分
に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更いたしました。
　この結果、前連結会計年度において「流動資産」に区分しておりました「繰延税金資産」
（前連結会計年度731百万円）は、当連結会計年度においては「投資その他の資産」の「繰
延税金資産」2,229百万円に含めて表示しております。

（7）会計上の見積の変更
　一部の連結子会社は、退職給付に係る会計処理における過去勤務費用及び数理計算上の差
異の費用処理年数について、従来、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）
で費用処理しておりましたが、平均残存勤務期間がこれを下回ったため、当連結会計年度よ
り８年に変更しております。
　なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

（8）追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
① 役員株式給付信託（ＢＢＴ）
　当社は、役員に対し中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めるた
め、役員に対する株式報酬制度「役員株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入しております。
ア．取引の概要
　当社グループは、あらかじめ定めた役員株式給付規程に基づき、役員に対しポイント
を付与し、退任時に受益者要件を満たした役員に対し、付与されたポイントに相当する
当社株式を給付いたします。役員に対し給付する株式については、あらかじめ当社グル
ープが信託設定した金銭により信託銀行が将来給付分も含めて株式市場から取得し、信
託財産として分別管理しております。
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イ．「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務
対応報告第30号 2015年３月26日）に準じて、総額法を適用しております。規程に
基づき役員に付与したポイント数を基礎として、費用及びこれに対応する引当金を計上
しております。
ウ．信託が保有する当社株式
　信託が保有する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）によ
り、純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式
数は当連結会計年度末日現在において195百万円、260,000株であります。
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② 従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）
　当社は、株主の皆様と経済的な効果を共有し、株価及び業績向上への意欲や士気を一層
高めることを目的として、当社及び当社子会社の役職員のうち一定の要件を満たす者（以
下「従業員等」という。）に対して信託を通じて当社株式を交付する取引を行っておりま
す。
ア．取引の概要
　当社グループは、あらかじめ定めた株式給付規程に基づき、従業員等に対し、勤続年
数等の各人の貢献度に応じてポイントを付与し、受給資格を取得した従業員等に対し、
付与されたポイントに相当する当社株式を給付しております。従業員等に対し給付する
株式については、あらかじめ当社グループが信託設定した金銭により信託銀行が将来給
付分も含めて株式市場から取得し、信託財産として分別管理しております。
イ．「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務
対応報告第30号 2015年３月26日）を適用しておりますが、従来採用していた方法
により会計処理を行っております。
ウ．信託が保有する当社株式
　信託が保有する当社株式を純資産の部に自己株式として計上しております。信託にお
ける帳簿価額は当連結会計年度末日現在において37百万円であります。
　期末株式数は当連結会計年度65,300株であり、期中平均株式数は、当連結会計年度
88,144株であります。期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、
控除する自己株式に含めておりません。

2. 連結貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産及びこれに対応する債務
① 担保に供している資産

建物及び構築物 6,384百万円
土地 4,057百万円
投資その他の資産 その他 101百万円
計 10,543百万円

② 上記に対応する債務
１年内返済予定の長期借入金 893百万円
長期借入金 11,967百万円
計 12,860百万円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 10,533百万円
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3. 連結損益計算書に関する注記
減損損失
　当社グループは、当連結会計年度において以下のとおり減損損失を計上しております。

（1）減損損失を認識した資産
用途 種類 場所

店舗資産
建物及び構築物
工具器具備品
土地
その他

三重県
京都府
福岡県他

その他 ソフトウエア 北海道
（2）減損損失の金額

種類 金額（百万円）
建物及び構築物 41
工具器具備品 5
土地 2
ソフトウエア 3
その他 2
合計 55
（3）減損損失の認識に至った経緯

　当初予定していた収益を見込めなくなったことにより減損損失を認識しております。
（4）資産のグルーピングの方法

　キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、各店舗、各賃貸物件、各遊休資産を個
別にグルーピングしております。なお、のれんについては、個別案件ごとに資産のグルー
ピングを行っております。

（5）回収可能額の算定方法
　回収可能額は正味売却価額を適用しており、正味売却価額については主に路線価等を基
礎に測定しております。
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4. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類及び総数に関する事項

　

株式の種類
当連結会計
年度期首株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計
年度末株式数
（株）

普通株式 30,522,600 120,000 － 30,642,600
（注）発行済株式の株式数の増加は、新株予約権行使による増加120,000株であります。
（2）自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

株式の種類
当連結会計
年度期首株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計
年度末株式数
（株）

普通株式 281,105 10 20,000 261,115
（注）当連結会計年度末の自己株式の株式数には、役員株式給付信託（ＢＢＴ）の信託財産として資産管理サー

ビス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式260,000株を含めており、従業員株式給付信託
（Ｊ－ＥＳＯＰ）の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式
は含めておりません。

（変動事由の概要）
単元未満株式の買い取りによる増加 10株
役員株式給付信託の給付による減少 20,000株

（3）新株予約権等に関する事項

会社名 内訳 目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）当連結会計

年度期首 増加 減少 当連結会計
年 度 末

当社
行使価額修正条項付き
第４回新株予約権
(2018年１月９日発行)

普通株式 4,367,000 － 120,000 4,247,000 21

合計 4,367,000 － 120,000 4,247,000 21
（変動事由の概要）

行使価額修正条項付き第４回新株予約権の権利行使による減少 120,000株
（4）配当に関する事項
① 配当金支払額

　

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2018年６月26日
定時株主総会 普通株式 152 5.00 2018年３月31日 2018年６月27日

2018年11月６日
取締役会 普通株式 153 5.00 2018年９月30日 2018年12月10日

（注）１．2018年６月26日開催の定時株主総会決議に基づく配当金の総額には、役員株式給付信託（ＢＢＴ）
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及び従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社
（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金１百万円が含まれております。

２．2018年11月６日開催の取締役会決議に基づく配当金の総額には、役員株式給付信託（ＢＢＴ）及
び従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信
託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金１百万円が含まれております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの

　

決議 株式の種類
配 当 金 の
総額
(百万円)

配当の原資 １株当たり配当額(円) 基準日 効力発生日

2019年６月21日
定時株主総会 普通株式 153 利益剰余金 5.00 2019年３月31日 2019年６月24日

（注）2019年６月21日開催の定時株主総会決議に基づく配当金の総額には、役員株式給付信託（ＢＢＴ）及び
従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）
が保有する当社株式に対する配当金１百万円が含まれております。

5. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資計画に照らし、必要な資金を主に銀行借入等により調達して
おります。また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブ
は、借入金に係る支払金利の変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は
行わない方針であります。
② 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、主に調剤薬局事業における国民健康保険団体連合会及び社会
保険診療報酬支払基金等に対するものであり、信用リスクは低いものと判断しておりま
す。これ以外の売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券については、取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、
非上場株式については、取引先企業の信用リスクに晒されており、上場株式については、
市場リスクに晒されております。また、賃借物件の取引先に対し、敷金及び保証金を差し
入れ、必要に応じて建設協力金としての長期貸付を行っており、賃貸人の信用リスクに晒
されております。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが２か月以内の支払期日であります。
　借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に運転資金及び設備投資
に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は決算日後最長25年であります。この
うち一部は、金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワッ
プ）を利用してヘッジしております。
　デリバティブ取引は、支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ
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取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針及びヘ
ッジの有効性の評価方法については、前述の「1. 連結計算書類の作成のための基本とな
る重要な事項に関する注記等」（5）会計方針に関する事項⑤ その他連結計算書類作成の
ための基本となる重要な事項イ．重要なヘッジ会計の方法をご参照ください。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
ア．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社の主要な営業債権である、国民健康保険団体連合会及び社会保険診療報酬支払基
金に対する調剤報酬債権については、特段の管理は行っておりません。その他の顧客及
び貸付先の信用リスクに晒されている営業債権及び長期貸付金については、当社及びグ
ループ会社各社が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日
及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を
図っております。
イ．市場リスク（金利等の変動リスク）
　当社グループは、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するため、主に固定金利
の長期借入を行うとともに、金利スワップ取引も利用しております。
　投資有価証券に関しては、非上場の発行会社については、定期的に財務状況等を把握
し、上場株式の市場リスクについては、市況及び取引先企業との関係を勘案して保有状
況を継続的に見直しております。
ウ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)
　当社グループは、年間設備予算を基礎とした資金繰り計画を作成し、毎月実績及び計
画を更新することにより、流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
　2019年３月31日（当連結会計年度末）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら
の差額については、次のとおりであります。
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません
（（注２）をご参照ください。）。

　

連結貸借対照表
計上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

（1）現金及び預金 11,703 11,703 －
（2）売掛金 2,420

貸倒引当金（※１） △12
2,407 2,407 －

（3）債権売却未収入金 684
貸倒引当金（※２） △0

684 684 －
（4）調剤報酬等購入債権 435 435 －
（5）投資有価証券
① 満期保有目的の債券 10 10 0
② その他有価証券 461 461 －

（6）差入保証金（※３） 1,882 1,852 △29
　 資産計 17,584 17,555 △29

連結貸借対照表
計上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

（1）買掛金 10,198 10,198 －
（2）短期借入金 4,421 4,421 －
（3）未払法人税等 695 695 －
（4）長期借入金（※４） 32,612 32,552 △60
（5）リース債務（※４） 1,865 1,776 △89

負債計 49,793 49,643 △149
デリバティブ取引（※５） (7) (7) －
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（※１）（2）売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。
（※２）（3）債権売却未収入金に計上している貸倒引当金を控除しております。
（※３）（6）差入保証金は、将来返還されない金額を控除しております。
（※４）（4）長期借入金、（5）リース債務は１年内償還予定（返済予定）の金額を含めております。
（※５）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については（ ）で示しております。
　
（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
（1）現金及び預金、（2）売掛金、（3）債権売却未収入金、（4）調剤報酬等購入債権
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

（5）投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は日本証券業協会が公
表する売買参考統計値によっております。

（6）差入保証金
　これらの時価については、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを残存期間に
対応する安全性の高い利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負 債
（1）買掛金、（2）短期借入金、（3）未払法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

（4）長期借入金、（5）リース債務
　これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入又は、リース取引を行っ
た場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。変動金利による
長期借入金のうち金利スワップの特例処理の対象となっているものについては、当該金利
スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に想定され
る利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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デリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
　該当事項はありません。
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。ただし、金利スワ
ップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理さ
れているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　
（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

　非上場株式 130

　非連結子会社株式及び関連会社株式 123
　

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（5）投資有価証
券」には含めておりません。
　
（注３） 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　

１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 11,516 － － －

売掛金 2,420 － － －

債権売却未収入金 684 － － －

調剤報酬等購入債権 435 － － －

投資有価証券
満期保有目的の債券
（国債） － 10 － －

差入保証金 370 692 274 545

合計 15,426 702 274 545
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（注４） 長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
　

１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 4,421 － － － － －

長期借入金 4,270 3,761 3,468 3,348 3,242 14,520

リース債務 467 367 253 148 53 575

合計 9,159 4,128 3,722 3,496 3,296 15,096

6. 賃貸等不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社及び一部の連結子会社では、北海道その他の地域において、賃貸用のオフィスビルや
賃貸商業施設を有しております。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項
　

連結貸借対照表計上額（百万円） 時価（百万円）

16,782 16,146
　

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であり
ます。

２．当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用い
て調整を行ったものを含む。）であります。

7. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 354円77銭
（2）１株当たり当期純利益金額 15円25銭
　
8. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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個 別 注 記 表
　

　
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

② その他有価証券
・時価のあるもの
　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売
却原価は、移動平均法により算出）を採用しております。
・時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法
① 商品
移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法によ
り算出）を採用しております。

② 貯蔵品
最終仕入原価法を採用しております。

（3）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物…………………………４～50年
構築物………………………10～60年
車両運搬具…………………８年
工具、器具及び備品………４～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法を採用しております。
③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

― 16 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年05月30日 17時27分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



（4）引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。
② 賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えて、賞与支給見込額の当事業年度の負担額を計上しておりま
す。
③ 役員賞与引当金
　役員の賞与の支給に備えて、賞与支給見込額の当事業年度の負担額を計上しておりま
す。
④ 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき
計上しております。
　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退
職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
⑤ 役員株式給付引当金
　役員の株式給付に備えるため、内規に基づく期末要支給見込額を計上しております。

（5）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 重要なヘッジ会計の方法
ア．ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。
　また、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合には特例処理によっ
ております。
イ．ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：金利スワップ
ヘッジ対象：借入金利息

ウ．ヘッジ方針
　金利変動リスク軽減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。
エ．ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又
はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価し
ております。
　ただし、特例処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省略しており
ます。
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② のれん及び負ののれんの償却方法
　のれん及び2010年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、20年以内
の均等償却を行っております。
③ 消費税等の会計処理
　税抜方式によっており、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理
しております。
　ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等については、投資その他の資産のその他に
計上し、５年間で均等償却を行っております。

（6）表示方法の変更
（貸借対照表)
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16
日）に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号
2018年３月26日）を当事業年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に
表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更いたしました。
　この結果、前事業年度において「流動資産」に区分しておりました「繰延税金資産」
（前事業年度148百万円）は、当事業年度においては「投資その他の資産」の「繰延税金
資産」262百万円に含めて表示しております。
（損益計算書）
　前事業年度において「特別損失」の「その他」に含めておりました「関係会社株式評価
損」（前事業年度34百万円）については、重要性が高まったため、当事業年度においては
区分掲記しております。

（7）追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
　従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する注記については、連結注記
表「1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」（8）追加情
報に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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2. 貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産並びに担保付債務
① 担保に供している資産

建物 6,153百万円
土地 3,827百万円
合計 9,980百万円

② 担保付債務
１年内返済予定の長期借入金 635百万円
長期借入金 11,580百万円
合計 12,216百万円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 4,024百万円
（3）保証債務
　 次の子会社について、取引先からの仕入債務に対する保証を行っております。

㈱共栄ファーマシー 456百万円
㈱なの花東日本 6百万円
㈱なの花中部 0百万円
合計 463百万円

（4）関係会社に対する金銭債権
短期金銭債権 1,020百万円
長期金銭債権 3百万円

（5）関係会社に対する金銭債務
短期金銭債務 4,390百万円
長期金銭債務 691百万円

（6）取締役及び監査役に対する金銭債務
長期金銭債務 198百万円
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3. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
売上高 3,484百万円
売上原価 9百万円
その他 29百万円
営業取引以外の取引高 2,785百万円

　
4. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

株式の種類
当事業年度期首

株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

普通株式 281,105 10 20,000 261,115
(注) 当事業年度末の自己株式の株式数には、役員株式給付信託（ＢＢＴ）の信託財産として資産管理サービ

ス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式260,000株を含めており、従業員株式給付信託
（Ｊ－ＥＳＯＰ）の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式
は含めておりません。

（変動事由の概要）
単元未満株式の買い取りによる増加 10株
役員株式給付信託の給付による減少 20,000株
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5. 税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　未払事業税 19百万円
　賞与引当金 39百万円
　関係会社貸倒引当金 79百万円
　減損損失 183百万円
　資産除去債務 6百万円
　退職給付引当金 83百万円
　長期未払金 60百万円
　役員株式給付引当金 43百万円
　その他 132百万円
　繰延税金資産小計 647百万円
　評価性引当額 △346百万円
繰延税金資産合計 301百万円
繰延税金負債
　資産除去費用 △3百万円
　繰延ヘッジ損益 2百万円
　その他有価証券評価差額金 △36百万円
繰延税金負債合計 △38百万円
繰延税金資産の純額 262百万円

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別
の内訳
法定実効税率 30.4％
（調整）
交際費等永久差異 0.5％
受取配当金等永久差異 △21.8％
住民税均等割等 0.3％
評価性引当額の増減 1.3％
のれん償却費 △0.0％
子会社株式評価損 0.5％
所得拡大促進税制による税額控除 △0.7％
その他 0.1％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 10.6％
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6. 関連当事者との取引に関する注記
（子会社等）

（単位：百万円）
　

属性 会社等
の名称

議決権
の所有
（被所有）
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 ㈱なの花北海道
所有
直接
100％

金銭貸借取引
債務保証
不動産の賃貸
運営管理

資金の借入
（注）１ 390 短期借入金 1,968

敷金の預り
及び返還 66 預り敷金 574

配当金の受取
（注）２ 788 ― ―

子会社 ㈱なの花東日本
所有
直接
100％

金銭貸借取引
債務保証
運営管理

配当金の受取
（注）２ 470 ― ―

子会社 ㈱共栄ファーマシー
（注）３

所有
直接
100％

金銭貸借取引
債務保証
運営管理

資金の借入
（注）１ 1,120 短期借入金 800

配当金の受取
（注）２ 428 ― ―

子会社 ㈱トータル・メディ
カルサービス

所有
直接
100％

金銭貸借取引
運営管理

配当金の受取
（注）２ 303 ― ―

　

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．当社の子会社からの借入金については、市場金利を勘案して決定しており、返済条件は１年以内一

括返済となっております。
２．当社の子会社からの配当金については、関係会社配当方針に基づき決定しております。
３．株式会社共栄ファーマシーは、2019年４月１日付で株式会社なの花西日本へ商号変更いたしまし

た。
　

7. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 416円39銭
（2）１株当たり当期純利益金額 84円82銭
　
8. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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